
複合用途
防火対象
物

消防法第
二条六項
に規定す
る舟

消防法第
二条第六
項に規定
する車両

消
火
器
設
置
の
必
要
な
防
火
対
象
物

延べ面積 延べ面積の如何に関わらず全部 150㎡以上 300㎡以上

当該用途
の基準に
よる

総トン数
5トン以上
の舟で推
進機関を
有するもの

鉄道営業
法、軌道
法もしくは
道路運送
車両法又
はこれら
に基づく
命令の規
定により
消火器具
を設置す
ることとさ
れる車両上記以外 地階、無窓階又は

３階以上 延べ面積の如何に関わらず全部 50㎡以上

少量危険物 危険物の指定数量の1/5以上指定数量未満

指定可燃物 指定可燃物のそれぞれの単位数量以上

算

定

基

準

基
本
設
置（
建
築
物
そ
の
他
の
工
作
物
）

一般のもの

能力単位の数値の合計数

    延べ面積又は床面積
 ≧　――――――――――

  50㎡

能力単位の数値の合計数

延べ面積又は床面積
  ≧　――――――――――

100㎡

能力単位の数値の合計数

  延べ面積又は床面積
 ≧　――――――――――

  200㎡

1)  適応する消火器を設ける。(令
別表第2)

2) 各階毎に設置する。
3)  防火対象物の各部分から歩行
距離20m以下となるように配
置する。(大型消火器の場合は
30m以下)

4)  簡易消火用具は能力単位の
合計数が2以上の場合1/3ま
で。(消火器は2/3以上必要)

5) 軽減規定
① 大型消火器を設置した場合は、
その有効範囲内の部分につい
てその適応性の同一の小型消
火器の能力単位の数値の合計
数を1/2まで軽減できる。

② 消火栓、スプリンクラー設備、水
噴霧消火設備、泡消火設備、二
酸化炭素消火設備、ハロゲン
化物消火設備、又は粉末消火
設備を設置した場合は、その有
効範囲内の部分について、それ
と適応性が同一の場合、能力
単位の数値の合計数の1/3ま
で軽減できる。(11階以上の部
分に設置するものを除く)

③ 特殊消火設備を設置した場合
は、その有効範囲内の部分につ
いてそれと適応性が同一の大
型消火器を設置しないことがで
きる。
6) 制限規定
地下階、無窓階その他の場所
で、換気について有効な開口
部の面積が床面積の30分
の1以下で、床面積が20㎡以
下の地階、無窓階又は居室に
は、二酸化炭素消火器、ハロン
1011・ハロン2042・ハロン
1211消火器を設置してはなら
ない。

主要構造部が耐
火構造で且内装
制限したもの

能力単位の数値の合計数

  延べ面積又は床面積
 ≧　――――――――――

  100㎡

能力単位の数値の合計数

延べ面積又は床面積
  ≧　――――――――――

200㎡

能力単位の数値の合計数

  延べ面積又は床面積
 ≧　――――――――――

  400㎡

附

加

設

置

少量危険物
少量危険物の数量

 能力単位の数値の合計数　≧　――――――――――
危険物の指定数量

指定可燃物

指定可燃物の数量
能力単位の数値の合計数　≧　―――――――――――――

 指定可燃物の単位数量×50

（但し単位数量の500倍以上の場合は大型消火器を設置する） 

消
火
器
設
置
の
必
要
な

防
火
対
象
物
内
の

電気
設備 電気設備のある場所の床面積100㎡以下毎に1個以上設けること

多量の
火気使
用場所

当該場所の床面積
 能力単位の数値の合計数　≧　――――――――――

25㎡

公会堂、集会場

※待合、料理店

※飲食店

百貨店、マーケツト、物品販売店舗、展示場

旅館、ホテル、宿泊所等

寄宿舎、下宿、共同住宅

入院施設を有しない診療所、
入所施設を有しない助産所
老人デイサービスセンター、老人福祉センター、更生施設、
保育所、児童養護施設、身体障害者福祉センター

幼稚園、特別支援学校

蒸気浴場、熱気浴場等

その他の公衆浴場

工場、作業場

映画スタジオ、テレビスタジオ

自動車車庫、駐車場

飛行機等の格納庫

倉庫

小・中・高等学校、高専、大学、
各種学校等

図書館、博物館、美術館等

車両の停車場、船舶、航空機の発着場

神社、寺院、教会等

前各項に該当しない事業場

劇場、映画館、演芸場、観覧場

キャバレー、カフェー、ナイトクラブ等

遊技場、ダンスホール

性風俗関連特殊営業店舗等

カラオケボックス、漫画喫茶、
テレフォンクラブ、個室ビデオ等

地下街

準地下街

重要文化財等の建造物

病院、診療所、助産所

老人短期入所施設、養護老人ホーム、
特別養護老人ホーム、乳児院、
障害児入所施設

Installation設置方法
①消防法施行規則第7条
防火対象物又はその部分で、指定可燃物を「危険物の規制に関する政令」別表第四で定める数量の500倍以上貯蔵し、又は取り扱うもの
②危険物の規制に関する政令第20条、同規則第29～第36条

■第4種消火設備早見表（危険物関係法令）
対象運送物品 適 応 範 囲 設 備 基 準 備 考

製 造 所
一 般 取 扱 所

１． 高引火点危険物を100℃未満の温度で取り扱うもの
　…延べ面積600㎡以上1000㎡未満
2. 前1. 以外で下記のもの
①指定数量の10倍以上の危険物
　（72条の危険物を除く）を取り扱うもの
②延べ面積が600㎡以上
③特例が適用される一般取扱所
ア. 吹付塗装作業等
イ. 焼入れ作業等
ウ. ボイラー、バーナー等で危険物を消毒
エ. 油圧装置（潤滑油循環装置）を設置

第４種の消火設備をその放射能力範囲が建築物、
工作物及び危険物を包含する数

規則34条1項1号

規則34条1項1号

規則34条1項1号

規則28条の55第2項
規則28条の56第2項、第3項
規則28条の57第2項、第3項
規則28条の60第2項、第3項

１． 第2類又は第4類の危険物（引火性個体及び引火点が70度未満の危険物を除
く）を貯蔵し、又は取り扱うもの…指定数量以上
2. 特定屋内貯蔵所…指定数量以上
3. 上記1以外の屋内貯蔵所…指定数量の10倍以上（72条危険物及び高引火点
危険物のみを貯蔵し、又は取り扱うものを除く）。

4. 延べ面積が150㎡を超えるもの
5. 一般防火対象物に設けられるもの（防火区画されているものに限る）…指定数量
の20倍以下

同 上 規則10条2項
規則34条1項2号

規則34条1項2号
規則16条の2の3　2項
規則34条1項2号
規則34条1項2号
規則34条1項2号

第４種の消火設備を1個以上 政令20条1項2号
規則34条1項3号及び2項2号

屋 内 貯 蔵 所

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所
屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 貯 蔵 所

給 油 取 扱 所

第 ２ 種 販 売 取 扱 所

指定数量の30倍未満のもの
同　　上
同　　上

指定数量の50倍未満のもの

高引火点危険物のみを100度未満の温度で貯蔵し、又は取り扱うもの（第6類の危
険物のみを貯蔵し、又は取り扱うものを除く）。
液表面積　　　40㎡未満
高　　さ　　　  6m未満
地中・海中タンク
個体の危険物

第４種の消火設備をその放射能力範囲が建築物、
工作物及び危険物を包含する数

政令20条1項2号
規則34条1項4号及び2項1号

｝指定数量100倍未満
1. 塊状の硫黄等を地盤面に設けた囲い内で貯蔵し、又は取り扱うもの…面積5㎡以
上100㎡未満

2. その他（高引火点危険物のみを貯蔵し、又は取り扱うものを除く）

同 上 政令20条1項2号
規則34条1項4号の2

一方のみが開放されている屋内給油所のうち、上部に上階を有するもの、以外のもの

同 上 政令20条1項2号
規則34条1項5号及び2項の1

指定数量の15倍を超え40倍以下のもの

（注）　○各部分から一つの消火器に至る歩行距離が30m以下となるように設置（第1～第3種の消火設備と併設する場合を除く）
○設置基準には上記①②の他に自治体の火災予防条例があります。

■液化石油ガス、可燃性高圧ガス及び酸素の充てん容器を車両に積載して移動する
場合には消火器が必要になります。

■車両に固定した容器（タンクローリー）により移動する場合

消
火
設
備
の
設
置

消火設備
の性能

一 般 高 圧 ガ ス

粉末消火器は、可搬性又は動力車搭載のものであって、能力単位B－10以上のものであること。

液 化 石 油 ガ ス

消火設備は、次の各号の基準により、可燃性ガス又は酸素の製造施設等に設置するものとする。
■粉末消火器については、つぎに掲げる基準によるものであること。
(1) 貯槽以外の貯蔵設備、処理設備又は消費設備若しくは容器置場の中にある可燃性ガス又は酸
素の停滞量10トンにつき能力単位B－10の粉末消火器1個相当以上のものを設置すること。
この場合、最少設置数は、能力単位B－10の消火器3個相当であること。
(2) 貯槽にあっては、防液堤を設置しているものについてはその周囲に歩行距離75m以下ごとに、その他のものについては貯槽の周囲の安全な場所に、能力単位B－10の消火器3個相当以上を設置すること。

消火設備は、つぎの各号の基準により、液化石油ガスの製造施設等に設置するものとする。
■粉末消火器については、つぎに掲げる基準によるものであること。
(1) 貯槽以外の貯蔵設備（容器置場を含む）、処理設備又は消費設備の中にある液化石油ガスの停滞
量10トンにつき能力単位B－10の粉末消火器1個相当以上のものを設置すること。この場合、最少設置
数は、能力単位B－10の消火器3個（容器置場にあっては2個）相当であること。

1，000kgを超える場合

移動するガス量による区分

150kgを超え1，000kg以下の場合

150kg以下の場合

消火器の種類

消火薬剤の種類

粉末消火剤

粉末消火剤

粉末消火剤

能力単位

B－10以上 2個以上

1個以上

1個以上

B－10以上

B－3以上

備付け個数
ガ ス の 区 分

可燃性ガス・LPガス

酸　　素

粉末消火剤

粉末消火剤

B－10以上

B－8以上

消火器の種類

消火薬剤の種類 能力単位
備付け個数

車両の左右にそれ
ぞれ1個以上。

●高圧ガス保安法令関係例示基準資料より

道路運送車両の保安基準によっ
て以下の自動車には消火器を備
えなければならないことになって
います。また、備える消火器につい
ても詳しく規定がありこれを満た
したものでなければなりません。
①火薬類を運送する自動車（但し規定され
る数量以下のもの、被けん引自動車は除く）
②指定危険物に掲げる指定数量以上の危
険物を運送する自動車。（被けん引車を除く）
③告示で定める数量以上の可燃物を運送す
る自動車。（被けん引車を除く）
④150kg以上の高圧ガス（可燃性ガス及び
酸素）を運送する自動車。（被けん引車を除く）
⑤前各号に掲げる火薬類、危険物、可燃物
又は高圧ガスを運送する自動車をけん引
する、けん引自動車。
⑥放射性物質を運送する自動車。
⑦乗車定員11人以上の自動車。
⑧乗車定員11人以上の自動車をけん引する
けん引自動車。
⑨幼児専用車。

● ①～⑤までの車に積む消火器

● ⑥～⑨までの車に積む消火器

対象運送物品

適応消火器

霧状の消火液を放射する消火器で充填
量が8リットル以上のもの
二酸化炭素を放射する消火器で充填量
が3.2キログラム以上のもの
一塩化一臭化メタンを放射する消火器で
充填量が2リットル以上のもの
二臭化四ふっ化エタンを放射する消火器
で充填量が1リットル以上のもの

りん酸塩類等の充填量が3.5キロ
グラム以上のもの
ナトリウム又はカリウムの重炭酸塩の
充填量が3.5キログラム以上のもの

射
す
る
消
火
器

消
火
粉
末
を
放

危険物

火薬類
禁水性
物品以
外のも
の

第四類 第五類 第六類 その他
のもの

可燃性
ガ　ス 酸　素

可燃物 高圧ガス

可燃性固体
類及び可燃
性液体類

★ ★

禁水性
物　品

第三類

★

その他
のもの

引火性
固　体

★

★

第二類

★

★

★

★

★

★★

その他
のもの

★

★

アルカリ金属
の過酸化物又
はこれを含有
するもの

第一類

★

★

★

★

★

★

★

★ ★

★

★

★

★

★

★

★

★

★ ★

★

★

★

★

★

★

★

※★印は、対象運送物品の欄に掲げる消火器がそれぞれ適応するものであることを示す。

一．  霧状の強火液を放出する消火器で充てん量が6L以上のもの
二．  炭酸ガスを放射する消火器で充てん量が2.2kg以上のもの
三．  一塩化一臭化メタンを放出する消火器で充てん量が1L以上のもの
四．  二臭化四ふっ化エタンを放射する消火器で充てん量が0.4L以上のもの
五．  消火粉末を放射する消火器で充てん量が1.8kg以上のもの

鉄粉、金属粉若しく
はマグネシウム又
はこれらのいずれ
かを含有するもの

■消火器設置基準早見表（消防法施行規則第6条・第7条・第8条） ■大型消火器の設置基準

■一般高圧ガス及び液化石油ガス保安規則

■国土交通省の道路運送車両保安基準により、消火器を備えなければならない自動車

特定防火対象物

※火を使用する設備又は器具（防炎上有効な措置として総務省令で定める措置が講じられたものを除く）を設けた場合は、延べ面積の如何に関わらず消火器設置が必要。

技
術
資
料
編
②
設
置
方
法

技
術
資
料
編
②
設
置
方
法

Technical Information

技術資料編②



About Extinguisher消火器概要

「国家検定合格証」のマークのついたものを選びましょう。住宅用消火器以外の「検定品」は詰め替えも可能です。又、消火器には点検が必要
ですので、アフターサービスのことも考え、信頼の置けるNDC正規販売店から購入しましょう。
一般建築物へ設置する場合は消防法設置基準に基づいて設置しなければなりません。
※詳しくは、P21の表をご参照ください。

■消火器の選び方

U

銀地に黒刷り
アルミ製（裏ノリ）

①失効消火器とは法律で設置が義務付けられている消
火器で、現在の規格には合わなくなった消火器のことで
す。現在は消火器の規格は統一されています。

②平成23年1月1日省令改正(第111号）により表示ラベル
が変更になり、旧表示は失効となります。（猶予期間：
2021年12月末日まで）
Ｐ3参照

●失効消火器について ●検認定制度の種類
検定 日本消防検定協会により実施される最も厳しい技術基準であり、

対象機器類も規格も消防法（政省令）により規定されています。
未検定品は一切、販売も陳列もできません。

認定 消防庁告示基準の内、（一財）日本消防設備安全センター
および各工業会等に設置された自主認定委員会により行
われる性能判定です。

評定 消防法規や告示ではなく、（一財）日本消防設備安全セン
ターの技術基準により性能判定が行われます。

■NDC消火器の特徴
消火器は国家検定規格にもとづいた検査により、一定の品質の製品が提供されています。日本ドライケミカルのエクスチン消火器は、常に高水
準の品質を一定に維持するよう、万全の品質管理のもとに製造されており、他社にない多くの特徴がみられます。

日本ドライケミカル独自の使用済表示機構です。レバーを握ると消火器の
内圧が上がりプレッシャーアイの赤棒が現れます。使用済みかどうか一目で
わかり、管理上たいへん便利です。

●プレッシャーアイ（登録商標）

安全栓を正確に固定し、かつ引き抜きを容易にするオートアンロックピンを
採用しています。安全栓を引き抜くと自動的にロックが外れレバーの作動を
確実にします。加圧式消火器に採用されています。

●オートアンロックピン

ユニオンナットの側面に小さい横穴をあけてあるのが一般的ですが、当社で
は縦穴を設けております。

●ユニオンナットのガス逃げ機能

横穴一般消火器 NDC消火器 縦溝 縦溝

ユニオンナット

未使用 使用済

赤マーク突出

オートアンロックピン（SUS製）

安全栓

赤マーク指示線以下
プレッシャーアイ

■消火器の種類と区分

●消火器具の種別と適応火災  （消防法施行令第10条  別表第二（第十条関係））

対 象 物 の 区 分 備 考

危 険 物

第 一 類 第 二 類 第 三 類

指 定 可 燃 物

消火器具の種類

棒状の水を放射する消火器

霧状の水を放射する消火器

棒状の強化液を放射する消
火器

霧状の強化液を放射する消
火器

泡を放射する消火器

二酸化炭素を放射する消火器

ハロゲン化物を放射する消火器

りん酸塩類等を使用
するもの

炭酸水素塩類等を
使用するもの

その他のもの

水バケツ又は水槽

乾燥砂

膨張ひる石又は膨張真珠岩

射
す
る
消
火
器

消
火
粉
末
を
放

建築物そ
の他の工
作物

電気設備 アルカリ
金属の過
酸化物又
はこれを
含有する
もの

その他の
第一類の
危険物

鉄粉、金
属粉若し
くはマグネ
シウム又
はこれら
のいずれ
かを含有
するもの

引火性固
体

その他の
第二類の
危険物

禁水性物
品

その他の
第三類の
危険物

第 四 類 第 五 類 第 六 類

可燃性個
体類又は
合成樹脂
類

可燃性液
体類

その他の
指定可燃
物

1.○印は、対象物の区分の欄に
掲げたものに、当該各項に掲
げる消火器具が、それぞれ適
応するものであることを示す。
2.りん酸塩類等とは、りん酸塩類、
硫酸塩類その他防炎性を有
する薬剤をいう。
3.炭酸水素塩類等とは、炭酸
水素塩類および炭酸水素塩
類と、尿素との反応生成物を
いう。
4.禁水性物品とは、危険物の規
制に関する政令第十条第一
項第十号に定める禁水性物
品をいう。
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●機構による消火器の区分

ガス加圧式は消火器本体容器に小型ガス容器が内蔵されており、レバーを握る事によってこの封板が破られ圧力で放出するものです。
蓄圧式は消火薬剤と窒素ガス等が本体容器内に充てんされており、その圧力で薬剤を放出します。

〈加圧式消火器と蓄圧式消火器〉

加圧式消火器

ガス加圧式
加圧用ガス容器を装備し、ガス圧で
薬剤を放射する。
代表例／粉末消火器

反応式
酸性とアルカリ性の水溶液を混合
反応させ、発生する二酸化炭素を圧
力源とする。
代表例／化学泡消火器

蓄圧式消火器

他の圧力を用いるもの（指示圧力計付）
圧力源として常時、窒素又は空気を
圧入してあるもの。
代表例／強化液消火器、粉末消火
器（蓄圧式）

自圧式（指示圧力計はない）
液化され充てんされている薬剤自
体の蒸気圧で、薬剤を放射するもの。
代表例／二酸化炭素消火器

ガス加圧式
ガス加圧用
小型ガス容器

サイホン管

ホース

安全栓

レバー

容器

ノズル

蓄圧式

サイホン管

ホース

安全栓

レバー

容器

ノズル

■消火器設置について
住宅には消火器の設置義務はありませんが、その他の一般建築物にはそれぞれ法令に沿った消火器の設置義務があります。また、設置の
際は日光の当たる場所や湿気の多いところは避け、戸棚等に仕舞いこまずに、じゃまにならずだれでもわかる使いやすいところにおきましょ
う。よく火を使う台所やその付近、緊急時に避難しやすい場所に置いておくのがよいでしょう。

消火器を正しく設置しましょう

厨房など常に水が床に飛散するところ
では、壁掛けにするか、置き台に乗せ
てください。

備え付けの高さは1.5m以下にしてく
ださい。棚の上などの高いところは避
けてください。

雨風にさらされる屋外では必ず格納
箱に入れてください。

潮風の吹く海岸付近、ガスの出る温泉場、
工場などでは合成樹脂の覆いをする
か格納箱に入れてください。

ガスコンロやストーブの近くは避けて
ください。

万が一の場合、避難の邪魔にならない
場所に設置しましょう。（玄関、階段
等）

● 床面から高さ1.5m以下の場所に設置する。（消防法施行規則第9条）。
● 消火剤が凍結、変質、噴出等しない場所に設置する。但し、保護のための有効な措置を講じたときはこの限りではない。（同）
● 地震による震動等による転倒防止のための適当な措置を講ずる。但し、粉末消火器等転倒により消火剤が漏出する恐れのないものはこの限りではない。（同）
● 消火器の設置箇所には標識板をつける。（同）
● 通行又は避難に支障がなく、使用に際して容易に持ち出すことができる箇所に設置。（消防法施行令第10条）

●留意点

1.5m以下
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